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(1)事前評価個表（案）



事前評価個表

整理

番号
１

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 天塩川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ７０ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費：１６２,２２９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３２３,９１１ 千円

総費用（Ｃ） １２６,８９５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.５５

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
２

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 石狩川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ５０ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費：１１５,８７９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２２４,１９７ 千円

総費用（Ｃ） ９０,６３６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
３

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 十勝・釧路川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ６件、事業実施区域面積 ４５７ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費：１,０５９,１２０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,６８１,２３６ 千円

総費用（Ｃ） ８２８,４２５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.０３

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
４

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 沙流川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ５０ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費：１１５,８７７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２１８,０７８ 千円

総費用（Ｃ） ９０,６３６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４１

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
５

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 渡島・尻別川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ５０ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費：１１５,８７９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２３２,４２９ 千円

総費用（Ｃ） ９０,６３８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.５６

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
６

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 馬淵川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ８９ha

・事業対象都道府県：青森県、岩手県

・総事業費：２２３,４９７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３９７,５０６ 千円

総費用（Ｃ） １７６,４３４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２５

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
７

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 閉伊川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ５８ha

・事業対象都道府県：岩手県

・総事業費：１５３,２４２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２７７,９１０ 千円

総費用（Ｃ） １２０,９７８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.３０

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
８

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 北上川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １６件、事業対象区域面積 １８６ha

・事業対象都道府県：岩手県、宮城県

・総事業費：４９１,４２２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８３３,９３７ 千円

総費用（Ｃ） ３８７,９５７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１５

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
９

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 米代・雄物川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ２３ha

・事業対象都道府県：秋田県

・総事業費：５７,５３６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １２０,８７１ 千円

総費用（Ｃ） ４５,４２３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.６６

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
10

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 最上川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ３６ha

・事業対象都道府県：山形県

・総事業費：８９,３０３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １９５,１２５ 千円

総費用（Ｃ） ７０,５０２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.７７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
11

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿武隈川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ３９ha

・事業対象都道府県：宮城県、福島県

・総事業費：１０２,４１５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １９７,４７１ 千円

総費用（Ｃ） ８０,８５６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４４

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
12

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿賀野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ３５ha

・事業対象都道府県：新潟県

・総事業費：９５,４１９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １９１,０６１ 千円

総費用（Ｃ） ７５,３２６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.５４

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
13

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 信濃川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 １５ha

・事業対象都道府県：長野県

・総事業費：４４,２６３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７５,７８８ 千円

総費用（Ｃ） ３４,９４１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
14

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 利根川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ５０ha

・事業対象都道府県：栃木県、群馬県

・総事業費：１４７,０５１ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２５８,４９２ 千円

総費用（Ｃ） １１６,０８９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２３

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
15

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 相模川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 １０ha

・事業対象都道府県：山梨県

・総事業費：３１,７６６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ６０,４２６ 千円

総費用（Ｃ） ２５,０７４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４１

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
16

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 富士川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ６１ha

・事業対象都道府県：山梨県、静岡県

・総事業費：１８７,２７７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３８９,６８０ 千円

総費用（Ｃ） １４７,８４１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.６４

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
17

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 天竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １３件、事業対象区域面積 １５１ha

・事業対象都道府県：長野県、静岡県

・総事業費：４４７,６４８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ９１６,８２７ 千円

総費用（Ｃ） ３５３,３８２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.５９

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
18

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 神通・庄川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １０件、事業対象区域面積 １２３ha

・事業対象都道府県：富山県、岐阜県

・総事業費：３７２,９２６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７３１,４７１ 千円

総費用（Ｃ） ２９４,４０５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４８

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
19

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 九頭竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ８５ha

・事業対象都道府県：石川県、福井県

・総事業費：２４７,５５７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５４０,４８８ 千円

総費用（Ｃ） １９５,４３０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.７７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
20

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 木曽川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２９件、事業対象区域面積 ３６２ha

・事業対象都道府県：岐阜県、愛知県

・総事業費：１,１１０,２１３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２,４０５,９８８ 千円

総費用（Ｃ） ８７６,４５８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.７５

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
21

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 由良川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ３ha

・事業対象都道府県：京都府

・総事業費：８,８５２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １６,１６４ 千円

総費用（Ｃ） ６,９８７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.３１

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
22

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ２５ha

・事業対象都道府県：京都府、奈良県

・総事業費：７３,７７８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １４３,０５９ 千円

総費用（Ｃ） ５８,２４２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４６

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
23

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 宮川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 ８１ha

・事業対象都道府県：三重県

・総事業費：２２９,９３２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５０７,００３ 千円

総費用（Ｃ） １８１,５１７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.７９

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
24

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 熊野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３１件、事業対象区域面積 ３５３ha

・事業対象都道府県：三重県、奈良県、和歌山県

・総事業費：１,０４３,６５３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２,２９６,０２８ 千円

総費用（Ｃ） ８２３,９０２ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２.７９

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
25

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 紀ノ川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ３７ha

・事業対象都道府県：奈良県

・総事業費：１０９,１８６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １８６,７５６ 千円

総費用（Ｃ） ８６,１９５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
26

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 加古川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ９０ha

・事業対象都道府県：兵庫県

・総事業費：２６５,６００ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４９７,８４８ 千円

総費用（Ｃ） ２０９,６７７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.３７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
27

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 高梁・吉井川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ７件、事業対象区域面積 ８５ha

・事業対象都道府県：岡山県、広島県

・総事業費：２４０,４２９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３９６,１７０ 千円

総費用（Ｃ） １８９,７９８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.０９

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
28

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 円山・千代川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １１件、事業対象区域面積 １５７ha

・事業対象都道府県：兵庫県、鳥取県

・総事業費：４０９,９２４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８５７,６０３ 千円

総費用（Ｃ） ３２３,６０１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.６５

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
29

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 江の川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２３件、事業対象区域面積 ３４５ha

・事業対象都道府県：島根県、広島県

・総事業費：９７６,５１９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,８５９,７４９ 千円

総費用（Ｃ） ７７０,９２０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４１

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
30

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 芦田・佐波川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １６件、事業対象区域面積 １９８ha

・事業対象都道府県：広島県、山口県

・総事業費：５７０,６６４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,０９４,０６１ 千円

総費用（Ｃ） ４５０,５０３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４３

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
31

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 重信・肱川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ６０ha

・事業対象都道府県：香川県、愛媛県

・総事業費：１６８,３００ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３１５,３５８ 千円

総費用（Ｃ） １３２,８６５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.３７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
32

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 吉野・仁淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １５件、事業対象区域面積 １９１ha

・事業対象都道府県：徳島県、高知県

・総事業費：５１９,３７４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,４１９,２２２ 千円

総費用（Ｃ） ４１０,０１３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.４６

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
33

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 四万十川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １４件、事業対象区域面積 １５９ha

・事業対象都道府県：愛媛県、高知県

・総事業費：４２６,３９７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ９８７,６５４ 千円

総費用（Ｃ） ３３６,６１３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.９３

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
34

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 遠賀・大野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １１件、事業対象区域面積 ８９ha

・事業対象都道府県：福岡県、大分県

・総事業費：２３４,５９５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５３０,３９７ 千円

総費用（Ｃ） １８５,２１０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.８６

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
35

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ６８ha

・事業対象都道府県：佐賀県、大分県

・総事業費：１７７,３２２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３７４,７２７ 千円

総費用（Ｃ） １３９,９８５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.６８

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
36

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 菊池・球磨川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ８件、事業対象区域面積 ２２０ha

・事業対象都道府県：熊本県

・総事業費：５８７,４１０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,３７７,９７８ 千円

総費用（Ｃ） ４６３,７２５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.９７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
37

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 大淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２３件、事業対象区域面積 ２００ha

・事業対象都道府県：宮崎県

・総事業費：５０５,９２４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,３７１,２３３ 千円

総費用（Ｃ） ３９９,３９９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.４３

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
38

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ25～（おおむね80年間）

事業実施地区名 川内・肝属川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するた
かん

め、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ

計画的に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造林地

所有者、造林者と分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び事業

実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ４３ha

・事業対象都道府県：鹿児島県

・総事業費：１２０,８６０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３１１,９０８ 千円

総費用（Ｃ） ９５,４０９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.２７

第三者委員会の意見

評価結果（案） ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とし
かん

て実施することとしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため
かん

早急に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められ

る。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:水源涵養など水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が
かん

計画されており、事業の有効性が認められる。


